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議案第２５号 資料  上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に 
関する条例の一部を改正する条例の制定に係る意見の申出について 

◇新旧対照表 -------------------------------------------------------------------------- １ 

 



 

 

議案第２５号資料 
 

上尾市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例新旧対照表（傍線の部分は、改正部分） 

改     正     案 現          行 
第１条～第７条の２（略）  

第７条の２第２項   

  介護補償は、月を単位として行うもの

とし、その額は、１月につき、次の各号

に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める額とする。  

(1) 介護補償に係る障害 (障害の程度に

変更があった場合は、その月における

最初の変更の前の障害。第３号におい

て同じ。)が常時介護を要する程度の障

害として教育委員会規則で定めるもの

に該当する場合 (次号において「常時介

護を要する場合」という。 )において、

その月に介護に要する費用を支出して

介護を受けた日があるとき (次号に掲

げるときを除く。)その月における介護

に要する費用として支出された額 (そ

の額が１０万４，５７０円を超えると

きは、１０万４，５７０円 ) 

(2) 常時介護を要する場合において、そ

の月 (新たに介護補償を行うべき事由

が生じた月を除く。以下この号及び第

４号において同じ。)に親族又はこれに

準ずる者による介護を受けた日がある

とき (その月に介護に要する費用を支

出して介護を受けた日がある場合にあ

っては、当該介護に要する費用として

支出された額が５万６，７９０円以下

であるときに限る。 ) ５万６，７９０

円  

(3) 介護補償に係る障害が随時介護を

要する程度の障害として教育委員会規

則で定めるものに該当する場合 (次号

において「随時介護を要する場合」と

いう。)において、その月に介護に要す

る費用を支出して介護を受けた日があ

るとき (次号に掲げるときを除く。 )そ

の月における介護に要する費用として

支出された額 (その額が５万２，２９０

円を超えるときは、５万２，２９０円 ) 

(4) 随時介護を要する場合において、そ

の月に親族又はこれに準ずる者による

介護を受けた日があるとき (その月に

介護に要する費用を支出して介護を受

けた日がある場合にあっては、当該介

護に要する費用として支出された額が

２万８，４００円以下であるときに限

る。 ) ２万８，４００円  

第８条～以下  （略）  

 

附則  

第１条～第７条の２第１項（略）  

第７条の２第２項    

介護補償は、月を単位として行うもの

とし、その額は、１月につき、次の各号

に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号

に定める額とする。  

(1) 介護補償に係る障害 (障害の程度に

変更があった場合は、その月における

最初の変更の前の障害。第３号におい

て同じ。)が常時介護を要する程度の障

害として教育委員会規則で定めるもの

に該当する場合 (次号において「常時介

護を要する場合」という。 )において、

その月に介護に要する費用を支出して

介護を受けた日があるとき (次号に掲

げるときを除く。)その月における介護

に要する費用として支出された額 (そ

の額が１０万４，２９０円を超えると

きは、１０万４，２９０円 ) 

(2) 常時介護を要する場合において、そ

の月 (新たに介護補償を行うべき事由

が生じた月を除く。以下この号及び第

４号において同じ。)に親族又はこれに

準ずる者による介護を受けた日がある

とき (その月に介護に要する費用を支

出して介護を受けた日がある場合にあ

っては、当該介護に要する費用として

支出された額が５万６，６００円以下

であるときに限る。 ) ５万６，６００

円  

(3) 介護補償に係る障害が随時介護を

要する程度の障害として教育委員会規

則で定めるものに該当する場合 (次号

において「随時介護を要する場合」と

いう。)において、その月に介護に要す

る費用を支出して介護を受けた日があ

るとき (次号に掲げるときを除く。 )そ

の月における介護に要する費用として

支出された額 (その額が５万２，１５０

円を超えるときは、５万２，１５０円 ) 

(4) 随時介護を要する場合において、そ

の月に親族又はこれに準ずる者による

介護を受けた日があるとき (その月に

介護に要する費用を支出して介護を受

けた日がある場合にあっては、当該介

護に要する費用として支出された額が

２万８，３００円以下であるときに限

る。 ) ２万８，３００円  

第８条～以下  （略）  

 

附則  



 

 

第１条～第１条の３第６項（略）  

第１条の３第７項  

  第５項の規定による傷害補償年金の

支給停止は、国民年金法（昭和３４年

法律第１４１号）第３６条の２第２項

及び国民年金法等の一部を改正する法

律（昭和６０年法律第３４号。以下「昭

和６０年法律第３４号」という。）附

則第２８条第１０項においてその例に

よることとされ、及び昭和６０年法律

第３４号附則第３２条第１０項の規定

によりなおその効力を有するものとさ

れる昭和６０年法律第３４号第１条の

規定による改正前の国民年金法（以下

「旧国民年金法」という。）第７９条

の２第５項の規定により準用される旧

国民年金法第６５条第２項、児童扶養

手当法（昭和３６年法律第２３８号）第

１３条の２第２項第１号ただし書並び

に昭和６０年法律第３４号附則第９７

条第２項において準用する特別児童扶

養手当等の支給に関する法律（昭和３

９年法律第１３４号）第１７条第１号

ただし書の規定の適用については、こ

れらの規程の支給停止に該当しないも

のとする。  

 

第２条～第２条第４項（略）  

第２条第５項  

  前項において準用する前条第５項の

規 定 に よ る 遺 族 補 償 年 金 の 支 給 停 止

は、国民年金法第３６条の２第２項及

び昭和６０年法律第３４号附則第２８

条第１０項においてその例によること

とされ、及び昭和６０年法律第３４号

附則第３２条第１０項の規定によりな

おその効力を有するものとされる旧国

民年金法第７９条の２第５項の規定に

より準用される旧国民年金法第６５条

第２項並びに児童扶養手当法第１３条

の２第１項第１号ただし書及び第２項

第１号ただし書の規定の適用について

は、これらの規程の支給停止に該当し

ないものとする。  

 

第２条の２～（略）  

第１条～第１条の３第６項（略）  

第１条の３第７項  

  第５項の規定による傷害補償年金の

支給停止は、国民年金法（昭和３４年

法律第１４１号）第３６条の２第２項

及び国民年金法等の一部を改正する法

律（昭和６０年法律第３４号。以下「昭

和６０年法律第３４号」という。）附

則第２８条第１０項においてその例に

よることとされ、及び昭和６０年法律

第３４号附則第３２条第１０項の規定

によりなおその効力を有するものとさ

れる昭和６０年法律第３４号第１条の

規定による改正前の国民年金法（以下

「旧国民年金法」という。）第７９条

の２第５項の規定により準用される旧

国民年金法第６５条第２項、児童扶養

手当法（昭和３６年法律第２３８号）第

４条第３項第２号ただし書並びに昭和

６０年法律第３４号附則第９７条第２

項において準用する特別児童扶養手当

等の支給に関する法律（昭和３９年法

律第１３４号）第１７条第１号ただし

書の規定の適用については、これらの

規程の支給停止に該当しないものとす

る。  
 
第２条～第２条第４項（略）  

第２条第５項  

  前項において準用する前条第５項の

規 定 に よ る 遺 族 補 償 年 金 の 支 給 停 止

は、国民年金法第３６条の２第２項及

び昭和６０年法律第３４号附則第２８

条第１０項においてその例によること

とされ、及び昭和６０年法律第３４号

附則第３２条第１０項の規定によりな

おその効力を有するものとされる旧国

民年金法第７９条の２第５項の規定に

より準用される旧国民年金法第６５条

第２項並びに児童扶養手当法第４条第

２項第２号ただし書及び第３項第２号

ただし書の規定の適用については、こ

れらの規程の支給停止に該当しないも

のとする。  

 

第２条の２～（略）  

  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


